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は じ め に
　皆さん，こんにちは。本日は落合誠一先生の退職記念シンポジウムに，このような形
で登壇させていただくことを大変光栄に思っている次第です。
　私はある審議会の関係で，落合先生とは毎年全国各地に旅行する機会を得ていまし
て，その間，さまざまなことを直接ご指導いただいたことを大変ありがたく思っており
ます。
　本来ならば本日は感謝を込めまして，私ども後輩はしっかりしているから安心してご
退職いただいて大丈夫ですという姿を落合先生に見せる会なのですが，どうもこれでは
心許ないと思われて，足繁くまたご指導に来ていただけることも期待しているところが
あります。そのために，レジュメでもはじめから間違えまして，平成 26 年改正をレジュ
メに 27 年改正と書いて，この時点で私はもう駄目だと，おそらく 4月以降も，落合先
生は頻繁に私どもの指導のために来ていただけるものと願っている次第です。
　さて，私に与えられたテーマはガバナンスの部分ですが，あまり時間がありませんの
で，主な改正点についてのポイントをお話しさせていただきます。
Ⅰ　日本のコーポレート・ガバナンスの構造的問題
　まず，背景事情です。日本のコーポレート・ガバナンスの構造は，もともとドイツ法
をベースとした三角形の三権分立型のガバナンスシステムに対して，戦後，アメリカの
会社法改正で日本経済は良くなるか？
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縦に 3列のガバナンスシステムが接ぎ木された形になっている（図 1）。そこが問題の
出発点かと思っています。
　この形は日本では当たり前ですが，海外から見るとややいびつな感じに見える。特に
監査役会と取締役会がガバナンスの中でどの役割を分担しているのか，よく分からない
ところがあります。
　一言で「モニタリング・システム」と言いますが，独立した監視機関が強大な権限を
持って，業務執行を監視監督する，そういった世界のトレンドを考えてみますと，わが
国の監査役会設置会社の問題点は，独立性はありますが権限が乏しい監査役会と，権限
はあるけれども独立性に乏しい取締役会がくっついた形になっていますので，これでは
本来のガバナンスが効いていないのではないかと疑われる危険性があるといえます。
　もちろんこれ自体をどうすべきかについてはいろいろありますし，これがむしろいい
のだということもあるかと思いますので，そこはまた後にパネルディスカッションの席
でお話しできればと思っています。
Ⅱ　社外取締役
　そこで今回の改正内容ですが，一番の注目点は社外取締役です。これについて法制審
議会の中で重要だったのは，社外取締役がいったい何のためにあるのかについての議論
が掘り下げられたことだと思います。
　従来ですと，社外者の経営に知見のある人に来てもらいアドバイスを受けることがよ
く議論されてきました。そうだとしますと，これはアドバイスを受けたい人が任意にア
ドバイスを受ければいいわけで，法律がそれを強制するのにはなじまない。
図 1　日本型（監査役会設置会社）のコーポレート・ガバナンス
株主総会
取締役会
監査役会 代表取締役
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　他方で，わが国でよく問題になるのは，企業不祥事が起こったときにしがらみのない
社外者がいれば，適切にブレーキを踏んでくれるのではないかという期待感があるわけ
です。もちろん，いろいろな意味でしがらみがゼロということはありませんが，他に職
業を持っているので，ここで仮にクビになったとしても問題はない人たちであり，また
会社に入社してから長年にわたってたたき上げで取締役になる人とは，やはり異質な方
ですので，そういう方々に，ある意味では最終的な本当に危機的な状況のときにしっか
りとブレーキを踏んでもらいたいという期待感がある。
社外取締役の機能─利益相反の監査役
　この議論が，どちらかというとこれまでのメインの議論だったのですが，法制審議会
においてはもう一つ，利益相反の監督役という，そういった役割を重視しようというこ
とが議論されたわけです。
　少し分かりやすいように申し上げます。例えば，取引先を選ぶにあたって，どの取引
先が望ましいのかについて，会社の収益の最大化だけを考えて取引先を選んでいるので
あれば，それは利益相反の問題は起こらないわけですが，それが例えば，何らかの形で
事実上取締役に将来的に有利に働くような条件が潜んでいたりする場合に，そのために
こちらの取引先を選んでしまうことが起こりかねない問題があります。
　具体例を挙げますと，例えばM&Aをするときに，A社と合併するか B社と合併する
かといった場合，合併比率を考えると，株主に A社のほうが有利だ。B社のほうが明
らかに不利だという状況があったとしても，B社のほうの条件の中に，うちと合併した
ときはあなたは経営者として残れますよという条件がついていて，A社については残念
ながら経営者は交代しなければいけませんという形になっている。そのような場合に経
営者が B社を選んでしまう。こういう状況があったときに，株主の利益と取締役の利
益との間に衝突があるのではないかと考えられる。
　しかし，こういったことについては，この交渉の過程は明らかになりませんので，最
終的に私たちの目に触れるときには，B社との合併が成立しましたという形で発表さ
れ，もっといい条件があったかもしれないことは闇に葬られることがある。
　こういったことに対して，会社の中にいわばレフェリー役のような人たちがいてくれ
ることによって，株主の利益を守ってくれるのではないかという期待がある。ただ，例
えば取引先の選定のときなら絡めるかもしれませんが，M&Aの場合には絡めないとい
うこともありますから，万能とはいえないと思いますが，やはり外部の目が入っている
ことによって透明性を高めることができるのではないかと期待している。
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　このことは例えば具体的な手続きとして，ある一定の業務執行を行うときには社外取
締役がメンバーとなっている委員会の了承をとるといったことを実務上作っていくこと
によって，外部から見て，利益相反についてはチェックがあると見えるように仕掛けて
いくこともできることになるわけです。こういった点に若干着目をしたところが今回の
ポイントといえると思うのです。
要件の見直し
　次に要件の見直しです。なぜここで要件見直しが出てくるか。今までは当社取締役が
ありますと，不祥事防止という観点だけから考えれば，一番強いカードを持っているの
は親会社関係者です。親会社の取締役は実は子会社の社長を選んでいるわけですし，親
会社の従業員はそこで何かを見つけ出すと，親会社の取締役に報告をして，事実上は子
会社取締役の人事に関わる。ですから，親会社カードは不祥事防止にとっては結構有効
なわけです。
　不祥事防止という観点だけから見ますと，これはやはり親会社取締役，親会社の関係
者が社外監査役，あるいは社外取締役になっていることは一定程度有用だろうという考
え方があった。先ほどの話でもお分かりのように，もし利益相反という観点で考えてみ
ますと，親子会社ほど利益相反のあるものはないわけで，子会社の利益を一番抜き取ろ
うとしているのは親会社ですから，そういう意味では親会社関係者がいてそれを社外者
がいますよというのは，どうでしょう，泥棒に見張ってもらっているようなイメージに
なってしまいはしませんかという問題なわけです。
　そういう点で考えてみますと，世界的に利益相反のチェック役としてはふさわしくな
いという発想が出てくるわけで，先ほどのケースでいきますと，実は重要な取引先も同
じです。
　そこで，全体的な流れとしての独立性という点では，この利益相反のある人たちはな
るべく除いていくのが世界のトレンドですが，今回は一部分，特に親会社関係者と 2親
等の親族の部分だけを除かなければいけないことになった。一番の争点である重要な取
引先という関係者については，依然として会社法上は社外性の要件を満たしている形に
なったわけです。ただ，これについては世界的には独立性の要件は満たさないというの
が一般的な考え方ですから，まだそこにはずれがあるわけです。
社外取締役の要件
　次に社外取締役の要件ですが，これは少しテクニカルな条文操作なので，ここは詳し
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くはやりませんが，実は社外性の要件だけで任免を議論することはできないわけで，ほ
かにも兼任禁止規定，あるいは欠格事由といった形での規律が存在していますので，実
際のところ誰を選ぶことができるのかについては，図 2で〇になっているところでなけ
れば選べない形になっています。これは時間の関係で説明できませんが，ぜひこれは確
認しておいていただければと思います。
要件判定の対象期間
　それから今回の改正の中では，例えば一度でも当該会社の従業員であった人は駄目で
すというのがこれまでの規律だった。もう少し前にさかのぼっていくと，平成 13 年 12
月までの間は，過去 5年間，そういう事態になっていた人は駄目，言い換えれば 5年経
てば年季が明けるというルールだったのですが，平成 13 年 12 月改正で，取締役の責任
の額にキャップをはめるという改正をするときに，監査役に同意権を与えることで適正
性を確保しようと考え，そしてその同意権を担う監査役の独立性をより高めるというこ
とから，過去に一度でもそういう地位にあった人は社外性は認めないという規律に変え
たわけです。
図 2　社外取締役の要件
⒜取締役
⒝執行役 会計参与
⒞支配人
その他の
使用人
監査役 血縁者非業務執
行取締役
業務執行
取締役
????
???
×（新規）
当該自然人の配偶
者， 2 親等内の親
族は×（新規）
??
×（新規）×（新規） ×（新規）
欠格事由
（333Ⅲ①）
×（新規）
兼任不可
（335 Ⅱ）
○
対象会社 － ×（ 2⑮） ×（ 2⑮）
欠格事由
（333Ⅲ①）
×（ 2⑮）
兼任不可
（335 Ⅱ）
⒜～⒞（ただし⒞
は重要な使用人）
の配偶者，2親等内
の親族は×（新規）
兄弟会社 ○ ×（新規） ×（新規） ○ ×（新規） ○ ○
子会社 △（注 1）×（ 2⑮） ×（ 2⑮） ○ ×（ 2⑮）△（注 2） ○
（注 1） 今回の改正により，親会社の取締役は子会社の社外取締役になれない。そのため「対象会社で取締役，子会社で社外
取締役でない非業務執行取締役」は○，「対象会社で取締役，子会社で社外取締役」は×。
（注 2） 今回の改正により，親会社の取締役は子会社の社外監査役になれない。そのため「対象会社で取締役，子会社で社外
監査役でない監査役」は○，「対象会社で取締役，子会社で社外監査役」は×。
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　ただこれは議員立法で，世界のトレンドは年季は通常 3年で明けるのが趨勢で，過去
に一度でもそういう地位にあった人は一切その資格がなくなるのはやや例外的，あまり
こういう立法はないということです。そこで年季を明けさせようと，過去 5年間で年季
が明けるという考え方だったのですが，これをまた 5年間に戻しますと，過去の改正は
いったい何だったのかということになりますので，とりあえず過去の 5年は短かすぎた
ので長くすべきだったのだけれど，一切駄目だというのも長すぎたので，10 年に戻し
たという改正になっています（図 3）。これでもやはり世界的に見ると，ずいぶん長い
期間，要件を満たし得ない形になっていることは間違いないわけです。
　さて，その際に重要なのは，業務執行を行わない者の典型例としては監査役がいる
のですが，これまで取締役をやっていた人が年季を明けさせるために監査役に横滑っ
て，10 年間ずっと足踏みをしていると，10 年経ったからいいでしょうと，いよいよ社
外取締役になります。これはどうも，やや脱法的な関係がある。年季が明けるというの
は，会社との関係が断たれているということですから，監査役という形で関係を持ち続
けて，10 年経ったからいいでしょうというわけにはいかないことになります。したがっ
図 3　要件判定の対象期間
10 年に限定
　ア　 その就任の前 10 年間株式会社又はその子会社の業務執行取締役若しくは執行役又は支配
人その他の使用人であったことがないことを要するものとする。
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　イ　 その就任の前 10 年内のいずれかの時において，株式会社又はその子会社の取締役（業務
執行取締役若しくは執行役又は支配人その他の使用人である者を除く），会計参与又は監
査役であったことがあるものにあっては，当該取締役，会計参与又は監査役への就任の前
10 年間当該株式会社又はその子会社の業務執行取締役若しくは執行役又は支配人その他の
使用人であったことがないことを要するものとする。
使用人 監査役
10年 この時点で社外取締役に就任できるか
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て，条文上はこの種の場合については監査役就任前に 10 年間空いていなければいけな
いという形になっていますので，いずれにしても，何らかの形で会社との関係が途絶え
ている，そういう期間が 10 年あることを要求していることをご理解いただければと思
います。
責任限定契約の締結対象
　以上のように社外者の要件が変更になりましたが，これまでは社外者については責任
限定契約を結ぶことができました。これは業務執行について任務懈怠行為があった場
合，423 条に基づく損害賠償責任が会社では発生するわけですが，この額について，あ
らかじめ契約で報酬額の 2年分という形で限定を加える契約を結ぶことを認めてきたわ
けです。契約を結ぶのは社外者の特典という形になっていたわけですが，この部分を社
外取締役で今まで要件を満たしていたのが，例えば親会社関係者だったので，今後満た
せなくなるという人たちが，今まで得ていた責任限定のメリットを失う形にするのは，
これはやはり実務上，やや混乱を来す。
　そこで今回はこれを見直して，責任限定契約を締結できる人については従来，社外者
とされていましたが，これを業務執行しない取締役であれば，みな締結できるという形
で範囲を広げる。あるいは監査役については，社外者でなくても監査役一般について結
べるという形にした。これはある意味では要件の変更に伴う修正という形になっている
ものです。
不設置理由の説明
　皆さんご存じのとおり，社外取締役の設置を義務付けるかどうかが今回の争点になっ
ていたのですが，最終的には義務付けはせず，設置しなかった場合については，設置す
ることが相当でない理由を説明しなさいという規律を設けた。
　この点については後で詳しく申し上げますが，会社法の法制審議会の要綱ができて，
それに基づいて法案ができた。その後，与党審査というのを自民党の場合はやるので，
与党審査が通ってから閣議決定をして閣法としての提案が行われるという慣行が何とな
くあるわけです。その与党審査の際に自民党側から，法制審議会が予定していた，さら
にはそれに基づいて作られた法案では少し球が低すぎる。もう少し高い球を投げるべき
だと主張されて，変更が加えられたところが注目点なわけです。
　これまで法制審議会に何度か関わったことがありますが，高い球を投げたのに削られ
たことは今まで結構ある。経済界の要請によって削られることはあったのですが，この
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線でとようやく妥協できたところがより高くなったというのは，珍しいといえます。
与党審査における修正
　もともとは終了した事業年度，もう終わってしまった話について事業報告をするので
すが，その中で終わった年度に社外取締役を置いていなかった。置くことが相当ではな
かったということを事業報告に書くこと，そして株主総会でそれを説明することが規律
の内容だった。要するに過去の話です。これは非常に珍しい株主総会の説明義務で，議
案とは関係がない。例えば今回，取締役の選任についての議案が出ていなくても，昨年，
社外取締役がいなかったら，社外取締役を置くことが相当でなかったということを説明
する。
　言おうと言うまいと，議案と何の関係性もありませんから，説明義務違反には直結し
ないという特色を持っていた。もちろん，議案として取締役の選任が行われるときに，
間接的にこの説明が影響することはあったかもしれませんが，いずれにしても今回の話
ではなくて，昨年の話なわけですから，それがよかったとか悪かったとかいわれても，
それはそういう理由なのですということで終わってしまう可能性があった。
株主総会参考書類・事業報告（社外取締役関連） 
─コンプライ・オア・エクスプレイン
　ところが今回はそれにとどまらず，実はこの与党審査による修正の中で注目すべきは
この点ですが，今回取締役の選任議案が議題となっていまして，そのなかに，候補者と
して社外取締役のいない場合については，今回の議案についての説明として，この株主
総会参考書類の中に，こういう候補者を設けることが相当でないからだということを書
かなければいけないことになったわけです。
　これは今回，採決が行われる議案に関する説明になりますから，ここの部分にうそが
書いてありますと，決議に影響が及んでくる。さらにはこれに対する議場での質問が出
てくる可能性，呼び水になりますので，そうしますと，その質問に対しての説明義務が
その場で発生してくる。ここは当初予定していませんでしたので，ずいぶんと大きな変
更になっているといえます。
　あとは，やや軽微のように見えますが，相当でない理由は，個々の株式会社の事業年
度における事情に応じて記載しなければならない。さらには，社外監査役は 2名以上あ
ることのみをもって相当でない理由とすることはできない。これは実は合意文書そのも
のです。法案を提出するときに法務省との間で自民党，与党の審査をしていた委員会が
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この文書を交わした。この文書を交わすことによって与党審査が通ったことになりまし
たので，このまま会社法施行規則に書き込まれています。
　簡単にいいますと，この問題を「コンプライ・オア・エクスプレイン」といっている
わけですが，この説明に関しては，私の所属している大手法律事務所のようなところに，
どう書けばいいのかという質問が既に殺到していた。そうなりますと，通常のことなが
ら，この線でしょうというひな形ができて，みんなこれでいいではないですかと。これ
で渡れば怖くないというのがだいたい決まっていた。その一案が，社外監査役は 2名以
上あるからいいではないかということだった。
　それを見透かして，個々の会社ごとに書け，ひな形は駄目だぞということです。それ
ぞれの会社にはそれぞれの事情があるのだから，それぞれ書かなければいけないという
ことで，しかも決め打ちでこれが出てきている。おまえらの考えていることは駄目だと
ここで書かれているわけです。これについては，説明をしっかりしなさいということを
強化した形になっているわけで，これでかなりのプレッシャーがかかった。
　なぜこんなことが起こったのか。かつてであれば経済界は一枚岩です。最近は経団連
といっても一枚岩ではなさそうなところがありまして，既に独立性の高い社外取締役を
入れている会社にとってみると，個別に IRといって投資家に対して説明をするのに加
えて，国全体がその方向になりましたというアナウンスメント効果が出てきたほうが，
自分たちにとっては有利だと考えている人たちがいたということです。
　それに対して，伝統的な会社の中で，社外取締役はとてもではないけれども嫌だとい
う会社が若干残っている。数の面からいくと，どうも前者の数が多い。本日は落合先生
の退職記念ですので，言ってもいいと思いますが，学会における通説は，例えば私や大
杉君とか，ここにも商法学者はたくさんいますが，みんなで言ってみても，落合先生が
言っていることが通説になるわけです。
　こういうのが経済界とは何ぞやということの本質に則しているわけで，そういう意味
ではそこのところで経済界の声が反映されていたはずですが，どうもそれが，自民党が
今，推進しているアベノミクスの観点から見ると，むしろそちらの多数の人たちの意見
に則したほうが望ましいのではないかという圧力がかかったと見ることができるわけで
す。
東証の「独立役員」制度と独立取締役設置の努力義務
　他方，東証の場合には，さらにプレッシャーをかける形になっていまして，先ほど
言ったように社外性と独立性はまだまだずれている。世界の傾向で求められている独立
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性は，例えば重要な取引先関係者は駄目ですよということがあるわけです。こういった
ものについては，独立性の要件から見ると，社外者とはいえども，独立性のない人が会
社法上は存在していることになるわけですが，東京証券取引所をはじめとする証券取引
所の上場規則のほうでは，いわゆるソフトローとして独立取締役の設置を努力義務とい
う形で今は定めています。
　これはまた後ほど議論になると思いますが，いわゆるコーポレートガバナンス・コー
ドが東証，金融庁を中心に議論が進められてきまして， 2月 5日に最終案という形で原
案が整いました。今，これを踏まえて上場規則に落とし込む作業が行われていまして，
間もなく上場規則の改正という形になりますが，そちらでは，今度は 1名どころか 2名
という線が出てきていまして，独立取締役の設置を促す方向がさらに強まってきている
形になっているわけです。
見直し規定（自民党による修正）
　これが社外取締役に関する問題ですが，最後にはさらに自民党は，この会社法自体を
2年で見直すと言っている。これは珍しいことです。普通は 3年ぐらいでも短いという
話ですが， 2年ということは，改正したらすぐ次の改正作業をしなければいけない。
　そのときに，ここも実は当初はどうもこの「等」のところまではなかったようですが，
その結果に基づいて，「所要の措置を講ずるものとする」というのは，最後にぎりぎり
ワーディングのところを議論していたところだと漏れ聞こえてきていますが，この前に
例示がつきまして，「社外取締役を置くことの義務付け等」というのが出てきましたか
ら，これはある意味では必須というイメージが強くなってきているということです。
　つまり， 2年経ったら会社法の世界でも義務付けの方向に舵を切るぞということを一
応書き込まれてしまっていることが背景にあり，その結果，今この社外取締役を，かつ
て断固として反対していたところが，あれよあれよという間に，どんどん社外取締役を
導入する方向に向かってきているというのが現状になっているわけです。今や通説はど
こにいったのだろうという状態になってきているのが現状です。
Ⅲ　監査等委員会設置会社
　さて，監査等委員会設置会社について簡単にお話をしますと，監査等委員会設置会社
は新しいガバナンスシステムです。委員会設置会社の新しいタイプということになって
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います。基本形は，今までの委員会設置会社をモデルとしているものです。今までの委
員会設置会社は，今度新しくできた監査等委員会設置会社と区別するために，指名委員
会等設置会社と名づけられることになり，指名委員会等設置会社と監査等委員会設置会
社の 2種類から選択できるようになった。
　今まで指名委員会等設置会社は指名委員会，監査委員会，報酬委員会と三つ委員会が
ありましたが，一つしか委員会がない。その結果，委員会を構成する取締役は最低 3名
で，うち過半数を社外者とすべしと規律していますが，それを真正面から適用したとし
ても， 2名いれば社外者は足りるわけです。従来のものは三つで同じ要件ですから，真
面目に取り組めば， 2× 3で 6名必要なわけですが，兼任が可能ですので，実は 2名い
れば作れたのです。
　しかし，やはり見栄えが悪い。三つも委員会があるのに，社外者はいつも Aさんと
Bさんだけというのはなかなか作りづらいので，結果的には 4名とか，そういった員数
を擁してきたわけです。その点，真正面から 2名で十分要件を満たすというところが一
つのポイントです。
　それから，経営者が一番嫌がっていた報酬と人事に口を出される委員会については，
形式的にはそれがなくなっています。報酬については，最終決定権を持っていた報酬委
員会，人事に関しては指名委員会がこれを決定し，取締役会での審議を経ることなく，
その委員会の設定した候補者がそのまま株主総会に候補者として挙げられる。人間とい
うのは人事と報酬に非常にざわざわしますので，それでコントロールしてきた社長に
とっては牙を抜かれているといえるので，その部分を何とか修正したい。その思いで，
委員会が一つにまとめられたといわれています。
　では，設置についてですが，指名委員会等設置会社の場合には，取締役のほかに執行
役がいまして，これは制度的に業務執行する人は別物ということを前提にした上で兼任
が可能ということになっているのですが，監査等委員会設置会社は取締役，代表取締役
という仕組みです。したがって，取締役会メンバーがそのなかで代表権を与えられると，
執行側につくという形で，執行と監督が実は渾然一体型になっているところがもう一つ
のポイントになっています。
監査等委員会の構成
　これらの点を踏まえて，委員会の構成を申し上げたのですが，取締役会があって代表
取締役がいるという玉虫色のこの仕組みは，指名委員会等設置会社に比べると，機動性
に欠けるところがある。なぜかといいますと，取締役会で重要な業務執行について，常
18 第 12 巻第 3号（2015）
にそこで審議をしなければいけないことになると，走ろうと思うとそのたびにエンジン
ブレーキがかかるような車なわけです。アクセルを踏んでもいったんここで話し合っ
て，また話し合ってですから，なかなかビューンとはいかない。
　ところが，指名委員会等設置会社の場合には，法律上，20 項目を除いてそれ以外の
ことは，あえて執行役に権限を移譲してしまっても構わないことになっている。した
がって，この 20 項目以外の重要な業務執行についても，代表執行役，すなわち社長が
ばんばん決めて鶴の一声でやっていく，そういう会社形態なわけです。つまり，F1 の
車のようなものです。ビューンといくわけです。ですからブレーキでぴたっと止めなけ
ればいけない形になっているわけですが，それと同じような運転の仕方，つまり，執行
側に権限を移譲することを一定程度認める形になっています。
　どうやって認めるかというと，こちらは分かりやすいです。取締役の過半数が社外取
締役である形であれば，これは委員会というものについて，なぜ委員会を設けたかとい
うと，取締役会自体の中に占める社外者の割合は少ないわけです。でも，委員会という
形をとれば，そこを過半数の社外者で占めさせることができるので，委員会という制度
を作っていたのですが，取締役会全体が社外取締役を過半数にすることができれば，そ
れをもって十分監督ができる。ブレーキとしてはしっかりしていると考えることができ
るので，権限委譲することができる。これは合理的です。
　ところが，こちらはややアメを与えている形になっていて，定款で定めてしまうと今
のように 20 項目以外のことについては，みんな代表取締役に権限を与えてしまっても
いいという形になっている。このやり方では，今まで三つあったブレーキが一つしかな
い。その一つしかないブレーキでこの F1 の車を運転させていいのかという問題が出て
くるので，この定款の定めを設けた会社の場合には，やや暴走の危険性があるのではな
いかと懸念されます。
監査等委員会の権限
　次に監査等委員会の権限について。先ほど，三つを一つにしたと言いました。メイン
は監査なのです。ほとんど監査しかしていないのです。ただ，あえて「等」と入ってい
ます。役所の人は等，等といつも言っています。この「等」が入ると，やはりそれ以外
の者が含まれているというメッセージで，どう含んだのかというと，人事と報酬にも一
定の関与を認める形にしているわけです。
　これは，監査等委員のすべてに与えられている権限ではなくて，監査等委員会が指名
した監査等委員については，株主総会で人事と報酬についての意見を述べることができ
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る形になっている。ではその意見は勝手に述べるのかというとそうではなくて，それを
前提とした上で，監査等委員会の権限として，どんな意見を言うのかを決議することが
できることになっている。つまり，監査等委員会でまとめた意見を代表した人が言う形
です。このことによって，人事や報酬についてのプレッシャーをかける。
　具体的に言いますと，これは当然のことながら，どのような意見があるのかは株主総
会，参考書類に記載されます。となりますと少し恥ずかしいことになる。会社が提案し
ようと思っているものに対して，監査等委員は別意見があると書かれている。普通の実
務感覚からいけば，飲み込めるのだったら飲み込み，そんなものは示さない。内部でも
めていますよ，お父さんと娘が…みたいなことで。そんなものは普通は株主に見せない
わけです。そういうことをしないでなるべく丸めるのが普通です。そうだとすると，先
に意見が出てくると，そこのところで一定程度の影響力があることが考えられます。
　他方で，もしそのまま突き抜けていきますと，株主総会で当然のことながらそこで反
対意見が出るわけですから，そうすれば質問の呼び水になり，その結果，株主総会が紛
糾することが考えられます。そういう意味ではある程度の影響力があるということです
が，かつてのように報酬委員会が報酬を全部決めるのに比べると，かなりトーンダウン
していることがポイントになります。
　それからもう一つは，利益相反取引。会社法の利益相反取引に関する規定の中で，利
益相反に該当する場合については，その利益相反行為によって，会社に損害が生じたこ
とを立証すると，任務懈怠が推定されるという 423 条 3 項という規定がある。この規定
が監査等委員会の承認を事前に受けている場合には，推定規定が及ばないという規定を
設けたのですが，これは相当なアメを与えている形です。ここまでしてこれに誘導する
のかと思うぐらいのアメが与えられていますが，彼らは利益相反を見る役割の人だから
というロジックです。冒頭申し上げたものがここに効いてきている形ですが，本当にそ
ういう実質を担保できているかどうかは今後検討しなければいけない。
Ⅳ　内部統制の充実
　あとは内部統制の充実の話ですが，監査役への報告制度が今度，内部統制で加わりま
した。これは，最初に立法するときに，労働界の，連合の代表者の方々から，監査役会
に労働者代表の監査役を入れてくれという議論があった。この議論が進んでいきまし
て，最終的になぜそういう人が必要なのかということに対する答えとして，何か不祥事
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があったときに言いやすいからという話だった。
　そうだとしたら，その内部告発の制度を充実させるという形で引き取るということ
で，ずいぶん姿が変わりましたが，連合が最初に要求していた監査役の中に従業員の代
表者を入れておけば，従業員が不祥事を見つけたときに相談しやすいという，この部分
を受け取った制度になっている。
　それから，これは次の大杉先生の報告につながりますが，企業集団の業務の適正を確
保するための体制が，これまで会社法施行規則の 98 条，100 条，112 条に全部出ていた
のですが，これを条文として格上げすることによって少し影響を変えよう，今までの判
例等に影響を与えよう，と考えたということです。
　親子会社法制は，上から下と下から上というのがありまして，上から下というのは親
会社株主の保護です。それに対して下から上というのは子会社の局外株主，少数派株主
や，あるいは子会社債権者の保護という問題がある。この下のほうの人たちの保護は，
今回，法制審議会では断念した。上のほうの人の保護という形になっているので，上か
ら下について規律する形になっている。これは，「当該株式会社及びその子会社から成
る企業集団」となっています。従来の会社法施行規則は，当該株式会社及び親会社，子
会社と，親会社も書いてあって，この当該会社から見て，親会社，子会社の企業集団の
内部統制となっていたのですが，そのうち下の部分だけを切り出して，会社法に格上げ
をしました。
　その結果，会社法施行規則はどうなったかというと，従来どおりの規律がある中に，
一部，子会社向けのものだけがさらに入れ子のような形になっているということです。
説明が不足している分は，大杉先生が後で説明してくださいます。
　今までは，内部統制システムは決議義務があって，決議したことを事業報告に書いて，
そして開示する仕組みになっていましたが，ここの部分に当該体制の運用状況の概要も
事業報告に書くという形になっています。
　ただ，ここはポイントが少しありまして，前者はまず，どんな仕組みをつくるかを決
議して，決議したものを書く。後者は運用状況を事業報告に書いて，事業報告を取締役
会で包括承認してもらって提示することになりますから，個別の，一つ一つについての
決議は行われていないところが特徴になります。このことから，ただ作ればいいわけで
はない，内部統制システムをきちんと運用することが必要だということにつながるよう
な，呼び水となる規律が増えた形になっています。
　予定をオーバーして報告に大変な時間を使ってしまいましたが，内部統制が効いてい
ないものですから。私のほうは以上ということにさせていただきます。
